
農業人材発掘事業に関する業務仕様書 

 

１ 目的 

宮崎県内における総農家数は年々減少しており、今後、減少が一層加速することが懸
念されているとともに、県内の農業法人や法人化を目指す農業者（以下「農業法人等」
という。）では、作物生産に限らず、農産物加工や販売、経理など多様な人材が求めら
れているが、優秀な人材が確保できず、規模拡大等ができない状況である。 

このため、本県の食と農に関する情報発信、就農相談会や就農講座等を行うことによ
り、県内はもとより、首都圏等における幅広い人材を確保し、県内農業の発展に資する
ことを目的とする。 

 

２ 委託業務の範囲 

(1) 宮崎県の食と農に関する情報発信 

宮崎県の食と農を理解した上で、宮崎県への移住・就農希望者にとって参考となる
情報について、ＨＰ等で広く周知すること。 

① 情報の内容 

・ 宮崎県内先輩移住者の就農事例紹介 

・ 宮崎県の営農情報（各市町村・ＪＡの新規就農受入品目や研修制度等） 

・ 宮崎県の農特産物、自然環境、趣味・娯楽等情報 

・ 各市町村の住環境に係る情報等 

② その他 

・ 県のＨＰ等でも活用できる形式で納品すること。 

※ 内容等については、別途、県と協議の上、決定する。 

 

(2) 就農相談会の開催 

① 対象者     ：首都圏等からの移住・就農希望者 

② 実施時期    ：契約締結日以降から令和８年２月まで 

③ 実施場所    ：東京都、大阪府、福岡県 

④ 実施回数   ：東京都２回以上、大阪府１回以上、福岡県１回以上 

⑤ 目標参加者数：１回あたり３０人程度 

⑥ 実施内容 

・ 宮崎県農業等に関するセミナーの開催 

・ 県、市町村、ＪＡ、農業法人等による相談ブースの出展 

・ 食と農に関する情報や農業求人・移住支援・住居情報等の展示・掲載 



⑦ その他 

・ 参加者にとって魅力あるイベントとなるよう工夫し、参加者数の確保に努める 

こと。 

 

(3) 就農講座の開催 

① 対象者   ：宮崎県の農業へ興味・関心のある就農希望者 

② 実施時期  ：契約締結日以降から令和８年３月まで 

③ 実施場所  ：主要都市圏 

④ 実施回数  ：１講座以上 

⑤ 目標参加者数：１講座あたり２０人程度 

⑥ 実施内容 

・ 本県への誘致につながる企画 

⑦ その他 

・ 必要に応じて、受講者間で意見交換ができるディスカッション形式の研修内容 

を盛り込むこと。 

・ 参加者の情報については、必要となる項目をあらかじめ県と協議の上、決定 

し、毎回終了後に提供すること。 

・ 参加者へのアンケート実施に当たっては、宮崎県産品を抽選で送付するなど、 

回収率向上に努めること。 

 

(4) 共通要件 

① 参加者の募集に当たっては、ホームページやＳＮＳ広告等で広く周知すること。 

② 委託業務は、講師の選定、旅費・謝金等の支払、参加者の募集、会場の確保、事 

後アンケート等、就農相談会の実施に係る全ての業務とする。 

③ 委託業務の内容については、より多くの方が参加できるよう、実施内容により開 

催場所や時間帯を工夫するなど、あらかじめ県に協議し、了解を得るものとする。 

④ 就農相談会及び就農講座の実施が不可能な場合は、県と協議し、ｗｅｂセミナー 

等で対応することとし、回数についても県と協議の上、予算の範囲内で調整するも 

のとする。 

⑤ 参加者からの費用は一切徴収しないものとする。 

⑥ 委託料の中で、参加者への交通費や受講手当等は一切支給しないものとする。 

⑦ 参加対象者は、求職者等（在職中であるが転職を希望する求職者も含む。また宮 



崎県出身者でも可とする。）を対象とする。 

 

(5) 事業の経過報告 

２の委託業務の範囲の(2)及び(3)の事業については、参加者数や開催内容、参加者
のフォローアップ調査により、宮崎県での就農意向を確認するなど、開催ごとに事業
の進捗状況を報告すること。 

なお、参加者が少ないなど改善が必要な場合は、県と協議の上、事業内容を見直
し、実施すること。 

 

(6) 実績報告書の作成等 

① 本事業については、事業終了後に参加者に対して満足度や改善点等についてのア 

ンケートを行い、集計し、実績報告書を作成すること。 

② 本事業への参加者については、移住や就職状況を適宜確認する必要があることか 

ら、連絡先を把握し、調査への協力を依頼すること。 

 

３ 委託事業に係る経費について 

次の各号にかかる経費は、支出対象外経費とする。ただし、事前に県に協議の上了解 

を得たものについては、その限りではない。 

(1) ５万円以上の機械・器具等の備品購入費 

(2) 会議での食糧費 

(3) 団体等へ加入するための負担金 

(4) 受験料や免許登録のための役務費 

(5) 租税公課（消費税及び地方消費税は除く） 

 

４ その他 

委託業務の実施に当たっては、業務従事者はもとより、県民やサービス利用者等の第 

三者から事業執行や予算の執行又は業務従事者の勤務態度に関して、批判を受けること 

のないよう十分配慮するとともに、万一批判やトラブルが発生したときは、速やかに問 

題の解決に当たること。 

なお、県は当該事件の解決のため、一切の責任を負わないものであること。 


